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第１章 ビジョンの基本的事項 
 

１ ビジョンの趣旨 

私たちのくらしは、石油などの化石燃料という効率的なエネルギーを利用す

ることによって、非常に便利で豊かなものとなっています。一方で、化石燃料

の多量な消費は、限りある資源の枯渇や、二酸化炭素の排出による地球温暖化

という危機をもたらしています。加えて、化石燃料の大部分を輸入に依存して

いる我が国においては、アジアを中心とした世界的なエネルギー需要の増加や

原油価格の高騰がエネルギーの安定的な供給を確保する上でのリスク要因と

なっています。 

このような中、三重県では平成12年（2000年）3月に「三重県新エネルギー

ビジョン」を策定（平成17年（2005年）3月改定）し、環境負荷が少ない循環

型社会の構築、地域での石油に依存しないエネルギーの供給体制の強化、エネ

ルギー問題の解決に向けた地域レベルでの貢献、新エネルギー産業の育成によ

る地域経済の活性化をねらいとして、新エネルギーの導入促進に取り組んでき

ました。 

従前の三重県新エネルギービジョンの目標が平成22年度（2010年度）末まで

であるとともに、新エネルギーを取り巻く状況変化を踏まえ、引き続き新エネ

ルギーの積極的な導入を促進するため、新たなビジョンを策定します。 

 

２ ビジョンの位置づけ 

「三重県新エネルギービジョン」は、県の総合計画「県民しあわせプラン」

における新エネルギー施策を推進するための基本に位置づけられるものです。 

さらに、三重県環境基本条例に基づく「三重県環境基本計画」や「三重県地

球温暖化対策実行計画」などの関連する諸計画と連携を図ることとします。 

 
図 １.１ 新エネルギービジョンの位置づけ 

三重県新エネルギービジョン 

県民しあわせプラン（総合計画） 新エネルギー利用等の促進に 

関する特別措置法 など 

・三重県環境基本計画 
・三重県地球温暖化対策実行計画 など 

関連計画 

市町の 

新エネルギービジョン 

国の 

法制度 
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３ 目標年度 

平成23年度（2011年度）から10年間とし、目標年度は平成32年度（2020年度）

とします。 

 

４ 対象とする新エネルギー 

新エネルギーとは、「新エネルギーの利用等の促進に関する特別措置法」で、

「技術的に実用化段階に達しつつあるが、経済性の面での制約から普及が十分

でないもので、石油代替エネルギーの導入を図るために特に必要なもの」と定

義されており、平成20年（2008年）の政令改正で、以下の10種類が新エネルギ

ーに該当します。 
 

 

図 １.２ 新エネルギーの定義 

本ビジョンでは、三重県の地域特性を踏まえ、雪氷熱利用と地熱発電を対象

から除外する一方、これまでの取組を継続し引き続き導入を促進する必要があ

るものとして、クリーンエネルギー自動車、コージェネレーション、燃料電池

等の革新的なエネルギー高度利用技術も対象とします。 

① 太陽光発電 

② 太陽熱利用 

③ 風力発電 

④ バイオマス発電（バイオマス由来の廃棄物発電を含む） 

⑤ バイオマス熱利用（バイオマス由来の廃棄物熱利用を含む） 

⑥ 中小規模水力発電 

⑦ コージェネレーション 

⑧ 燃料電池 

⑨ クリーンエネルギー自動車 

（電気自動車、ハイブリッド自動車、天然ガス自動車、燃料電池自動車など） 

⑩ ヒートポンプ（空気熱・地中熱等を利用した空調・給湯器） 



3 

第２章 新エネルギーを取り巻く状況 
 

１ 新エネルギーを取り巻く動向 

我が国の高度経済成長期をエネルギー供給の面で支えたのが石油であり、昭

和48年度（1973年度）には一次エネルギー国内供給の75.5％を石油に依存して

いました。しかし、二度の石油危機をきっかけに、石油依存度は低減し、石油

に代わるエネルギーの導入が促進されています。 

その結果、一次エネルギー国内供給に占める石油の割合は、平成20年度（2008

年度）には41.9％と昭和48年（1973年）の第一次オイルショック時（75.5％）

から大幅に改善され、その代替として、石炭（22.8％）、天然ガス（18.6％）、

原子力（10.4％）の割合が増加する等、エネルギー源の多様化が図られていま

すが、依然として化石燃料への依存は８割を超えています。なお、一次エネル

ギー国内供給に占める「新エネルギー・地熱等」の割合は3.1％となっていま

す。 

日本は、エネルギー消費大国であるにも関わらず、その自給率は4％（原子

力を含めて18％）であり、国際的に見ても極めて脆弱となっています。 

このように化石燃料への依存が高く、その大部分を海外に依存している我が

国のエネルギー事情や、化石燃料の大量消費に伴う二酸化炭素排出量の増加に

よる地球温暖化問題などに対応するため、国では省エネルギーなどの施策が推

進されてきました。また、平成9年（1997年）には、「新エネルギー利用等の

促進に関する特別措置法」が制定され、新エネルギー導入に向けた取組が行わ

れています。 

 

図 ２.１ 国内の一次エネルギー供給の推移 

出典：平成 21 年度エネルギー白書（経済産業省） 
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最近の新エネルギーに関連する国の計画等の状況は以下のとおりです。 
 

（１） エネルギー基本計画の改定 

エネルギー基本計画は、エネルギー政策基本法に基づき政府が策定するもの

で、「安定供給の確保（energy security）」、「環境への適合（environment）」、

「市場原理の活用（economic efficiency）」というエネルギー政策の基本方

針（３Ｅ）に則り、エネルギー政策の基本的な方向性を示すものです。 

平成15年（2003年）10月に策定後、平成19年（2007年）3月に第一次改定が

行われ、平成22年（2010年）6月には、近年のエネルギーを取り巻く環境変化

を踏まえ、エネルギー政策の基本である３Ｅに加え、エネルギーを基軸とした

経済成長の実現と、エネルギー産業構造改革を新たに追加する第二次基本計画

の改定が閣議決定されました。 

この中では、「今後、2020年までに一次エネルギー供給に占める再生可能エ

ネルギー割合について10％に達することを目指す」こととされ、再生可能エネ

ルギーの固定価格買取制度の構築や技術開発・実証事業等の推進などが掲げら

れています。 
 
 

（２） 地球温暖化対策基本法案 

地球温暖化対策を推進するため、平成25年（2013年）以降の中長期的な目標

を定めた地球温暖化対策基本法案が平成22年（2010年）10月に閣議決定され、

目標達成のための対策の枠組みとして、中長期ロードマップについても検討が

進められています。 

本法案の具体的な施策としては、国内排出量取引制度の創設、地球温暖化対

策のための税の検討、再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度の創設など

が盛り込まれています。 
 
 

（３） 新成長戦略の策定 

環境・エネルギー分野を「強みを活かす成長分野」として位置づけた新成長

戦略が、平成22年（2010年）6月に閣議決定されました。 

この中では、「グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略」

として、「50兆円超の環境関連新規市場」、「140万人の環境分野の新規雇用」、

「日本の民間ベースの技術を活かした、世界の温室効果ガス削減量を13億トン

以上」とすることが、2020年までの目標として掲げられています。 
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２ 三重県内におけるエネルギーの状況 

（１） エネルギー消費状況 

県内におけるエネルギー消費量は、平成20年度（2008年度）で324,313TJ（原

油換算で837万kℓ）となっており、平成2年度（1990年度）以降、概ね増加傾向

にあります。平成20年度（2008年度）の消費量は、平成2年度（1990年度）に

比べて10％増となっており、平成16年度（2004年度）以降は増加傾向にありま

したが、リーマンショックの影響等により、特に産業部門のエネルギー消費量

が平成19年度（2007年度）と比較して減少しています。 

平成20年度（2008年度）のエネルギー消費量を部門別に見ると、産業部門の

エネルギー消費量が全エネルギー消費量の61％に達しており、国全体の産業部

門のエネルギー消費割合が45％であることと比較して、本県の産業部門のエネ

ルギー消費割合が高くなっています。 
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図 ２.２ 三重県のエネルギー消費の経年変化 

注）2008 年度のエネルギー消費量は推計値 

出典：都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省資源エネルギー庁） 

 
 

1990 年比

10％増

61% 

16% 

17% 

6% 



6 

 

（２） これまでの新エネルギー導入の取組状況 

三重県では、地球温暖化対策とあわせて、新エネルギーの利用等を進めるた

めに、平成12年（2000年）3月に「三重県新エネルギービジョン」を策定しま

した。 

その後、政令改正により新エネルギーにバイオマスが追加されたこと、県内

の風力発電の導入実績が目標を超える見込みとなるなどの状況変化に対応す

るため、平成17年（2005年）3月にビジョンを改定しました。 

このビジョンでは、平成22年度（2010年度）末までに原油換算で31万kℓのエ

ネルギー削減量に相当する新エネルギーを県内に導入することを目標として、

次の取組を実施してきました。 
 

① 県有施設等への率先導入 

平成13年（2001年）4月に「公共施設等への新エネルギー導入指針」を策定

し、県有施設等へ新エネルギーの導入を進めてきました。平成20年度（2008年

度）には道路や防災施設への活用も図るよう改定を行っています。 

これらの取組の結果、県有施設等への太陽光発電導入実績は、平成21年度

（2009年度）末で合計137件・1,290kWとなっています。 

主な県施設への新エネルギー導入実績は次のとおりです。 
 
【太陽光発電】（平成 21 年度末時点） 

県有施設 件数 施設能力 備考 

県庁舎 1 12kW 伊賀庁舎 

県立学校 21 208kW 高等学校、特別支援学校 

水道施設 8 845kW 浄水場、水道事務所 

県立病院 4 40kW 医療センター、病院 

警察施設 2 77kW 鈴鹿警察署、警察学校 

その他施設 3 60kW 熊野古道センターほか 
  
【クリーンエネルギー自動車】（平成 21 年度末時点） 

公用車（ハイブリッド自動車） 56 台 
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② 新エネルギー普及促進事業（平成 13 年度～） 

・住宅用太陽光発電の導入支援（平成13～20年度） 

県では、市町を通じて住宅用太陽光発電設備導入への補助を行い、平成20年

度（2008年度）までに計2,828件・10,295kWの太陽光発電が導入されました。 

なお、国の住宅用太陽光発電に対する補助制度は、平成6年度（1994年度）

から始まり平成17年度（2005年度）で終了しましたが、それ以降においても三

重県は支援を継続し、導入促進に向けた取組を行ってきました。その後、平成

21年（2009年）1月から国の住宅用太陽光発電補助制度が再開され、県の住宅

用太陽光発電に対する支援は平成20年度（2008年度）までとしました。 
 

・市町及び各種法人向け新エネルギー設備への導入支援（平成13年度～） 

県では、市町及び各種法人に対し、国の補助制度に該当しない出力10kW未満

の太陽光発電など小規模な新エネルギー設備への補助を実施しています。この

結果、平成21年度（2009年度）末までに計55件・604kWの太陽光発電、2件・11kW

の小型風力発電、8件のバイオマス熱利用（ペレットストーブ、ウッドボイラ

ー）設備が導入されています。 
 

③ 新エネサポーター制度（平成 18 年度～） 

新エネルギーを自ら導入するなど、エネルギーや環境に対して高い関心を持

つ方が「三重県新エネサポーター」となり、実体験による貴重な情報を発信す

るなど、地域での普及啓発を担っていただくことを目的に平成18年度（2006年

度）から新エネサポーター制度を発足させました。 

平成21年度（2009年度）には、より多くの主体が地域での普及啓発活動に参

画していただくため、県内の事業所等へ新エネルギーを導入している事業者等

を新エネサポーターの対象とするよう制度を拡充しました。 
 

④ 新エネルギー普及啓発事業（平成 13 年度～） 

地球温暖化対策や省エネルギーの活動などとも連携し、クリーンエネルギー

フェア、新エネルギーセミナー、新エネルギー研修会、新エネルギー教室、出

前トークなどを実施しています。 

また、市町と協力して普及啓発に取り組むため、市町に新エネルギービジョ

ンの策定を働きかけています。 

なお、平成21年度（2009年度）末までに14市町で新エネルギービジョンが策

定されています。 
 
【新エネルギービジョン策定市町】（平成 21 年度末時点） 

津市、四日市市、伊勢市、松阪市、鈴鹿市、尾鷲市、亀山市、鳥羽市、いなべ市、

多気町、明和町、度会町、大紀町、南伊勢町            計 14 市町 
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⑤ 三重県次世代エネルギーパーク（平成 21 年度～） 

経済産業省では、新エネルギーをはじめとした次世代のエネルギーについて、

実際に国民が見て触れる機会を増やすことを通じて、地球環境と調和した将来

のエネルギーの在り方について、国民の理解の増進を図るため、太陽光等の次

世代エネルギー設備や体験施設等を整備した「次世代エネルギーパーク」を推

進しています。 

県では、県内各地の新エネルギー施設を次世代エネルギーパークとして位置

づけ、市町や事業者など多様な主体の参画・協働を図るとともに、環境教育な

どへの利活用も進めています。 
 
 

（３） 新エネルギーの導入実績 

平成22年度（2010年度）末を目標とした三重県新エネルギービジョンでは、

原油換算で31万kℓに相当する量の新エネルギーの導入を目標とし、各種施策に

取り組んできました。その結果、平成21年度（2009年度）末までの導入実績は

約27万kℓ、約88%の進捗率となっています。新エネルギーの種類別では、バイ

オマス熱利用、廃棄物発電、コージェネレーションの進捗率が高くなっている

一方で、燃料電池、バイオマス発電の進捗率は低くなっています。 

表 ２.１ 新エネルギー導入の目標と実績（平成 21 年度末） 

新エネルギー 

の種類 

策定時 

平成11(1999) 

年度末 

導入実績 

平成21(2009)

年度末 

導入目標 

平成22(2010)

年度 

平成21 

年度末の 

進捗率 

策定時と 

平成21年度

末の比較 

①太陽光発電 
1,046 kW

( 256 ㎘)

47,084 kW

(11,538 ㎘)

75,000 kW

( 18,378 ㎘)
62.8% 45.0倍 

（参考） 

［うち県施設］ 
85 kW 1,290 kW －   

②風力発電 
3,000 kW

( 1,202 ㎘)

54,068 kW

(24,219 ㎘)

102,000 kW

( 45,690 ㎘)
53.0% 18.0倍 

③バイオマス 

発電 
－  

1,460 kW

(2,044 ㎘)

6,000 kW

( 7,900 ㎘)
24.3% －  

④バイオマス 

熱利用 
－  31,908 ㎘ 19,000 ㎘ 167.9% －  

⑤コージェネ 

レーション 

186,438 kW

( 60,998 ㎘)

412,076 kW

(134,504 ㎘)

434,000 kW

( 149,084 ㎘)
94.9% 2.2倍 

うち 

⑥燃料電池 

1,000 kW

( 478 ㎘)

1,099 kW

(525 ㎘)

50,000 kW

( 23,900 ㎘)
2.2% 1.1倍 

⑦クリーンエネルギ

ー自動車 

378 台

( 226 ㎘)

16,939 台

(10,163 ㎘)

22,000台

( 13,200 ㎘)
77.0% 44.8倍 

⑧廃棄物発電 
30,000 kW

( 39,697 ㎘)

43,890kW

(58,077 ㎘)

43,000 kW

( 56,899 ㎘)
102.1% 1.5倍 

従来型一次エネル

ギーの削減量合計 

（原油換算） 

102,379 ㎘ 272,453 ㎘ 310,000 ㎘ 87.9% 2.7倍 
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新エネルギー導入の実績と目標(平成21(2009)年度末)

 kl

50,000 kl

100,000 kl

150,000 kl

200,000 kl

250,000 kl

300,000 kl

350,000 kl

平成11年度

（1999年度）

平成21年度

（2009年度）

平成22年度

（2010年度）

廃棄物発電

ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ

自動車

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ

ﾊﾞｲｵﾏｽ熱利用

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

風力発電

太陽光発電

H22.11確定値

策定時

導入実績

導入目標

 

図 ２.３ 平成 21 年度末の新エネルギー導入実績 

 

62.8%

53.0%

24.3%

167.9%

94.9%

2.2%

77.0%

102.1%

0% 50% 100% 150% 200%

①太陽光発電

②風力発電

③バイオマス発電

④バイオマス熱利用

⑤コージェネレーション

⑥燃料電池

⑦クリーンエネルギー自動車

⑧廃棄物発電
 

図 ２.４ 平成 21 年度末の新エネルギー導入進捗率 

 

進捗率 

87.9％ 
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（４） 新エネルギー導入にあたっての課題 

新エネルギーは、出力不安定性や高コスト等の課題があります。また、県民・

事業者アンケートでは価格（初期投資）が高い、維持管理の不安、情報不足な

どの回答が多くなっています。これらの他、新エネルギー種類別の課題は次の

とおりです。 

 

表 ２.２ 新エネルギー導入にあたっての課題 

新エネルギーの種類 課 題 点 

太陽光発電 

・ 発電電力量が気象条件に依存 

・ 低価格化が進んでいるが、依然として経済性が課題 

・ 維持管理面で不安をもつ県民・事業者がいる 

風力発電 

・ 発電電力量が気象条件に依存 

・ バードストライク、自然景観等の自然環境保全との両立、

騒音・低周波音等の環境への影響の懸念 

・ 適地の多くが国立・国定公園や保安林に指定され、大規

模風力発電の導入が困難 

・ 法規制による手続きが煩雑 

バイオマス発電・熱利用 

・ エネルギー密度が低く、収集・運搬コストが大 

・ 資源の安定した供給の確保 

・ 食料や飼料との競合 

コージェネレーション 
・ インフラとして都市ガス整備が必要 

・ 初期コストが高額 

燃料電池 

・ インフラとして都市ガス整備が必要 

・ 家庭用として平成21年に販売が開始されたが、経済性が

課題 

クリーンエネルギー自動車 
・ 一般車両に比べて高額 

・ 燃料供給設備等のインフラ整備が不十分 

全般 

・ 太陽光発電など一部を除くと新エネルギーに関する認知

度は低い傾向にある 

・ 多様な主体が参加し、新エネルギー導入を促進するため

の仕組みがない 

・ コスト削減や性能向上等のための研究開発が必要 

・ 研究開発には時間と多大なコストを要する 
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第３章 目指すべき将来像 
 

１ 理 念 

新エネルギーの導入や利用の促進を図っていくためには、県としての理念を

明らかにし、県民、事業者及び行政が共通の認識を持って取り組んで行く必要

があります。 

 

化石燃料の消費による資源の枯渇や地球温暖化の進行による気候変動など

の危機が懸念される中、新エネルギーの導入は、出力の不安定性や高コストな

ど様々な課題があるものの、長期的にはエネルギー自給率の向上やエネルギー

供給源の多様化、地球温暖化対策への効果が見込まれています。さらに新エネ

ルギーに関連した新たな市場や雇用機会の創出という産業振興への波及効果

も期待されています。 

また新エネルギーは地域特性に応じて、地域において導入に向けた取組が可

能であり、その取組によって地域が活性化し、地域力の向上も期待できます。 

 

そのため、県民の新エネルギー導入に対する理解が深まることにより、地域

特性に応じた新エネルギーの導入が積極的に図られていることを目指してい

きます。 

また、限られた資源を有効活用する観点からエネルギーの効率的な利用が進

み、地域におけるエネルギー自給力が向上していることを目指していきます。 

 

そこで、県の理念を次のとおり定めます。 
 

 
 
 

新エネルギーを活用した 

地域におけるエネルギー自給力の向上 
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２ 将来像 

この理念を踏まえ、多様な主体の新エネルギーに関する取組により、次に掲

げる社会の実現を目指していきます。 
 

 
新エネルギーや環境問題に対する県民、事業者等の意識が高まり、多様な主

体が参画、協働して身近な地域資源の活用に向けた行動がとられています。多

くの家庭や事業所、公共施設においては、太陽光発電、太陽熱利用などの身近

な新エネルギーが導入され、農山漁村では未利用となっていたバイオマスを利

用した発電や熱利用、農業用水路など既存の施設を活用した小水力発電、風況

を生かした風力発電の導入などが進み、エネルギー自給力の高い社会となって

います。これらの新エネルギーによる分散型発電を災害時の避難所となる施設

や防災拠点に導入することで、電力系統の復旧までの間のエネルギーを賄うこ

とができるなど災害時にも強い社会となっています。 
 

 
新エネルギーの導入とあわせて、家庭や事業所では高効率給湯器やコージェ

ネレーション、燃料電池の導入が進み、エネルギーが効率的に利用されていま

す。運輸部門では天然ガス自動車、ハイブリッド自動車や電気自動車などのク

リーンエネルギー自動車の導入が進んでいます。さらに、電気自動車などは家

庭の太陽光発電などにより生じる余剰電力を蓄電し、走行時や電力需要に応じ

て放電する機能も果たしています。このようにしてエネルギーを高効率に利用

することにより、エネルギー消費とこれに伴う二酸化炭素排出量を抑制し、環

境に配慮した社会となっています。 

また、新エネルギーの導入は地球環境への負荷を減らし、持続可能な社会を

構築するための活動であるため、新エネルギーの導入に伴う環境への影響も低

減されるよう、地域において多様な主体の意見調整を図りながら、環境と調和

を図った新エネルギーの導入に向けた取組が行われています。 
 

 
新エネルギーを積極的に導入することによって、さらなる関連産業の需要が

創出されるとともに、県内の大学及び事業者等の研究開発力を生かして、新エ

ネルギーに関連する産業が成長しています。さらにこれらの産業が新たに立地

することで雇用も創出され、地域経済が活性化し元気な社会となっています。

また、地域の住民や団体が主体となったコミュニティでの新エネルギーの導入

が進み、新しい形での地域の人々の結びつきが生まれています。 

 

● 新エネルギー関連産業の振興による元気な社会 

● 環境に配慮し効率的なエネルギー利用が進んだ社会 

● 新エネルギーの導入が進んだ社会 
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３ 新エネルギーの導入目標 

 

（１） 導入目標設定の考え方 

新エネルギーは種類によって県民や事業者の導入意向、導入実績、技術開発

の状況、国が掲げる目標量が異なります。そのため、それぞれの新エネルギー

の動向を踏まえた、目標を設定する必要があります。 

本ビジョンでは、新エネルギーの導入目標を、国の「長期エネルギー需給見

通し」による目標量を基本に、これまでの導入動向を踏まえつつ、県民・事業

者の意向に基づき目標値を設定しました。 

基本的な考え方は以下のとおりです。 

 

  【基本的な考え方】 

① 新エネルギーの種類ごとの三重県における平成 32（2020）年度導入量の

推計を行います。 

 ・県民及び事業者へのアンケートより、それぞれの新エネルギーの導入意向

を参考に推計 

 ・三重県における導入実績から推計 

 ・国の平成 32（2020）年度における導入見通しの目標量を参考に推計 

 

② これらの推計値の中から、三重県の現状や特色などを考慮し、最も適切と

考えられる推計値をその新エネルギーの導入目標とします。 

 

③ 新エネルギーの種類ごとに設定した導入目標を従来型一次エネルギー（石

油、石炭、天然ガス等）の削減量（原油換算㎘）に換算し、これらの総量

を三重県における導入目標とします。 
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（２） 導入目標の検討 

前述した基本的な考え方①に基づき推計した結果は次表のとおりです。 

表 ３.１ 新エネルギー種類別導入見込み量の推計 

県内の導入実績 
を踏まえた見込み量 

温室効果ガス削減量試算 
（AIM）※2の按分による見込み量 新エネルギー 

の種類 

県民及び事業者
の導入意向 

による見込み量 
（高位ケース） 

県民及び事業者 
の導入意向 

による見込み量 
（低位ケース） 

一次近似曲線 累乗近似曲線 

長期エネルギー
需給見通し※1の

按分による 
見込み量 

国内▲15% 国内▲25% 

①太陽光発電 53.6万kW 19.6万kW 9.6万kW 14.0万kW 36.1万kW 51.1万kW 68.6万kW 

②太陽熱利用 2.0万㎘ 1.6万㎘ 1.4万㎘※3 1.3万㎘※3 － 1.7万㎘ 2.3万㎘ 

③風力発電 5.5万kW 5.4万kW 10.0万kW 11.9万kW 6.7万kW 15.2万kW 15.2万kW 

④バイオマス発電 7.7万kW 4.7万kW 4.8万kW － － 11.3万kW 11.3万kW 

⑤バイオマス熱利用 4.5万㎘ 3.2万㎘ 7.7万㎘ 9.7万㎘ 6.7万㎘ 13.2万㎘ 13.2万㎘ 

⑥中小規模 
水力発電 

0.5万kW 0.1万kW 0.1万kW － － 1.0万kW 3.6万kW 

⑦コージェネレーショ
ン 

42.4万kW 41.6万kW 67万kW 51万kW 
13万kW 

(含燃料電池等) 
－ － 

⑧燃料電池 4.2万kW 1.4万kW 0.2万kW － (コジェネの内数) 1.3万kW 1.3万kW 

⑨クリーンエネルギー
自動車 

―※4 24.6万台 2.5万台 2.5万台 28万台 24万台 24万台 

⑩ヒートポンプ（ヒート
ポンプ式給湯器） 

9.7万台 6.3万台 6.3万台※3 64万台※3 － 14.2万台 18.0万台 

：本ビジョンの導入目標として設定 
 

※１ 長期エネルギー需給見通し 
経済産業省がエネルギーの長期的な需要と供給の姿を描くものとして３年程度おきに策定しており、最近では平成 21 年（2009 年）5 月に策定され、平成 21 年（2009 年）8 月に再計算されて
いる。 

※２ 温室効果ガス削減量試算（ＡＩＭ） 
独立行政法人国立環境研究所 AIM プロジェクトチームによる温室効果ガス削減量についての試算。国内対策によって温室効果ガス排出量を 2020 年に 1990 年比 15%削減、20%削減、25%
削減のケースが検討されている。 

※３ 国の導入実績を世帯数で按分することにより推計 
※４ クリーンエネルギー自動車は、高位ケース推計で 65 万台となり、現在のすべて自動車購入台数を超過するため採用しなかった。
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基本的な考え方②に基づく検討により、新エネルギー種類別の導入目標設定

の考え方を次表のとおり整理しました。 
 

表 ３.２ 新エネルギー種類別導入目標設定の考え方 

新エネルギーの種類 導入目標設定の考え方 

①太陽光発電 

②太陽熱利用 

④バイオマス発電 

⑥中小規模水力 

⑧燃料電池 

⑩ヒートポンプ 

 県民や事業者の導入意向を参考として推計した導入見

込み量が、国の「長期エネルギー需給見通し」の按分によ

る見込み量を上回るなど、概ね整合がとれていることから

当該導入見込み量を採用。 

③風力発電 

 県内の導入実績が、国の「長期エネルギー需給見通し」

の按分による見込み量を上回る見込みであることを踏ま

え、温室効果ガス削減量試算（AIM））に基づく導入見込み

量を採用。 

⑤バイオマス熱利用 

 県民や事業者の導入意向を参考として推計した導入見

込み量が、国の「長期エネルギー需給見通し」の按分によ

る見込み量を下回るため、国の「長期エネルギー需給見通

し」の按分による導入見込み量を採用。 

⑦コージェネレーション 

 県内の導入実績が、国の「長期エネルギー需給見通し」

の按分による見込み量を上回るとともに、概ね前ビジョンの

目標に近い推移を示していることから、前ビジョンと同様に

県内の導入実績を踏まえた見込み量を採用。 

⑨クリーンエネルギー自動車 

 県民や事業者の導入意向を参考として推計した導入見

込み量を勘案して、国の「長期エネルギー需給見通し」の

按分による導入見込量を採用。 
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（３） 新エネルギーの導入目標 

導入目標設定の考え方に基づく検討の結果、本県における新エネルギーの導

入目標値を次のとおり設定しました。 

なお、以下に示した目標値は、今後の新エネルギーに関する動向や地球温暖

化対策に関する動向、社会経済情勢の変化などを踏まえ、必要に応じて見直す

こととします。 
 

表 ３.３ 新エネルギー導入の目標と実績 

新エネルギーの 

種類 

導入実績 

平成21(2009) 

年度末 

導入目標 

平成22(2010) 

年度 

導入目標 

平成32(2020)年度 

①太陽光発電 
47,084 kW

(12,371 ㎘) ※

75,000 kW

( 19,706 ㎘) ※

536,196 kW 

（140,881 ㎘） 

②太陽熱利用 － － 20,418 ㎘ 

③風力発電 
54,068 kW

(24,854 ㎘) ※

102,000 kW

( 46,887 ㎘) ※

152,236 kW 

（69,979 ㎘） 

④バイオマス発電 

（バイオマス由来の

廃棄物発電を含む） 

45,350 kW

(56,688 ㎘) ※

49,000 kW

( 61,250 ㎘) ※

76,860 kW 

（96,075 ㎘） 

⑤バイオマス 

熱利用 
31,908 ㎘ 19,000 ㎘ 67,235 ㎘ 

⑥中小規模 

水力発電 

539 kW

(481 ㎘) ※ － 
4,793 kW 

（4,277 ㎘） 

⑦コージェネ 

レーション 

412,076 kW

(31,729 ㎘) ※

434,000 kW

( 33,417 ㎘) ※

511,372 kW 

（39,375 ㎘） 

うち 

⑧燃料電池 

1,099 kW

(521 ㎘) ※

50,000 kW

( 23,692 ㎘) ※

42,225 kW 

（15,256 ㎘） 

⑨クリーンエネルギ

ー自動車 

16,939 台

(6,183 ㎘) ※

22,000台

( 8,030 ㎘) ※

282,435 台 

（103,089 ㎘） 

⑩ヒートポンプ － － 
97,158 台 

（36,920 ㎘） 

従来型一次エネル

ギーの削減量合計 

（原油換算） 

164,000 ㎘※ 188,000 ㎘※ 578,248 ㎘ 

※本ビジョンでは、導入規模（kW）から原油換算（㎘）にする際の考え方を、最新の知
見等に基づいて見直している。本ビジョンと旧ビジョンの導入目標を比較をするため、
旧ビジョンの原油換算方法を変更している。 
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（４） 新エネルギー導入による効果 

平成32年度（2020年度）の導入目標が達成された場合の化石燃料の代替効果

と温室ガス排出抑制効果については、次のとおりとなります。 
 

表 ３.４ 化石燃料の代替効果と温室ガス排出抑制効果（平成 32 年度末） 

化石燃料の代替効果 
新エネルギーの 

種類 

導入目標 

平成32(2020)年

度 原油換算（㎘） 
世帯換算 

（世帯数） 

温室効果ガス排

出抑制量

（t-CO2） 

①太陽光発電 536,196 kW 140,881 27,431 377,907

②太陽熱利用 20,418 ㎘ 20,418 11,010 39,463

③風力発電 152,236 kW 69,979 13,626 128,953

④バイオマス 

発電 
76,860 kW 96,075 18,707 177,041

⑤バイオマス 

熱利用 
67,235 ㎘ 67,235 36,256 129,953

⑥中小規模水力 

発電 
4,793 kW 4,277 833 7,881

⑦コージェネ 

レーション 
511,372 kW 39,375 7,667 50,185

うち 

⑧燃料電池 
42,225 kW 15,256 2,971 26,491

⑨クリーンエネルギ

ー自動車 
282,435 台 103,089 55,590 7,749

⑩ヒートポンプ 97,158 台 36,920 19,909 71,360

合計 － 578,248 191,029 990,492

 

 

平成32年度（2020年度）の導入目標が達成された場合、原油換算で58万㎘を

新エネルギーが代替することになり、平成20年度（2008年度）の三重県におけ

るエネルギー消費量837万㎘の約7％、一般家庭で消費されるエネルギーの19.1

万世帯分に相当します。 

また、「三重県地球温暖化対策実行計画（検討中）」においては、平成32

年度（2020年度）の温室効果ガス排出量を平成2年度（1990年度）に比べ10％

削減（森林吸収量含む）することとしていますが、そのための削減量685.6万

トン-CO2の約14％に相当します。 
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第４章  新エネルギーの導入に向けた取組 

１ 基本方向 

第３章で述べた新エネルギーの導入の理念や目指すべき将来像を実現する

ため、次の6つの基本的な方向性により具体的な取組を進めます。 
 

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
エ
ネ
ル
ギ
ー

自
給
力
の
向
上

　
　
　
　
　
　
　
　
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
活
用
し
た
地
域
に
お
け
る

新エネルギーの

導入が進んだ社会

環境に配慮した

地球にやさしい社会

新エネルギー関連

産業の振興による

元気な社会

①住宅等における太陽光発電等の導入促進

②ビル、工場等における太陽光発電等の導入促進

【新エネルギーの導入促進】

家庭・事業所における

新エネルギーの導入

③公共施設における太陽光発電等の率先導入

④風力・中小水力発電施設の導入促進

⑤バイオマス発電・熱利用等の導入促進

⑥バイオマス燃料の利用促進

⑦地域冷暖房など新エネルギーの導入促進

⑧新エネルギーに関する情報提供、普及啓発

⑨新エネルギーに関する人材育成

⑩家庭における高効率給湯器などの導入

⑪企業における生産性向上設備(ｺｰｼﾞｪﾈなど)の導入

⑫クリーンエネルギー自動車の導入・インフラ整備促進

⑬新エネルギーに関する研究開発の促進

⑭新エネルギーに関する産業の創出・誘致・設備投資促進

まちづくりにおける新エ

ネルギーの導入

新エネルギーに関する

人づくり、組織づくり

【エネルギー利用の効率化】

新エネルギー関連産

業の育成等

【新エネルギー関連産業の振興】

家庭・事業所等におけ

る革新的なエネルギー

高度利用技術の導入

環境と調和した新エネ

ルギーの導入

〈理念〉 〈将来像〉 〈基本方向〉 〈基本取組〉

 

 

⑬新エネルギー産業に関する設備投資及び立地の促進 

②ビル、工場等における太陽光発電等の導入促進 

③公共施設における太陽光発電等の率先導入 

⑪クリーンエネルギー自動車の導入・インフラ整備 

⑩企業における生産性向上設備（コージェネなど）の導入

⑨家庭における高効率給湯器等の導入 

⑧新エネルギーに関する人材育成 

⑦新エネルギーに関する情報提供、普及啓発 

⑥地域冷暖房などにおける新エネルギーの導入促進 

⑤バイオマス発電・熱利用等の導入促進 

④風力・中小規模水力発電施設の導入促進 

①住宅等における太陽光発電等の導入促進 

⑫新エネルギーに関する研究開発の促進 

<基本取組> <基本方向><将来像> <理念> 
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【新エネルギーの導入促進】 

 
地域におけるエネルギー自給率を向上させる単位として、まず、家庭や事業

所が考えられます。これらを先導する役割として公共施設へ率先して導入しま

す。あわせて、情報提供や多様な主体への導入支援、普及啓発を推進すること

で、県民・事業者等の新エネルギー導入に対する理解を深め、積極的な導入が

促進されるよう効果的な取組を行います。 
 

 

 
三重県の地域特性に応じた新エネルギーの導入にあたっては、地域の自然環

境や住環境との調和を図っていくことが重要です。新エネルギー施設の設置に

伴う地形改変を必要最小限とすることや生物多様性を十分に保持することな

ど環境に配慮しながら、多様な主体が連携した適切な施設の導入が促進される

よう取組を行います。 
 

 

 
新エネルギー導入の拡大には、個別の家庭や事業所への導入はもとより、ま

ちづくりの中に新エネルギーを位置づけることが効果的です。面的な整備・開

発を行う場合には新エネルギーを活用した地域冷暖房など、計画的に新エネル

ギーを生かした特色のあるまちづくりの検討をしていく必要があります。 

交通の面においても、地球温暖化対策の取組とあわせてクリーンエネルギー

自動車の導入促進やバイオマス燃料などの利用促進についても検討していく

必要があります。 
 

 

 
新エネルギーの導入促進にあたっては、国や地方公共団体のみならず、県民、

事業者、ＮＰＯなど多様な主体との連携が重要です。このため各地域において

新エネルギーに関する情報発信や導入に向けてリードしていく人材、組織を育

成していく必要があります。 

また、次世代を担う子どもたちに対しても、環境やエネルギー問題に対する

理解をはぐくむ観点から、環境・エネルギーに関する学習、教育を推進してい

く必要があります。 

 新エネルギーに関する人づくり、組織づくり 

 まちづくりにおける新エネルギーの導入 

 環境と調和した新エネルギーの導入 

 家庭・事業所における新エネルギーの導入 
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このように新エネルギー導入を促進するための基盤となる人づくりや組織

づくりのための取組を行います。 
 
 

【エネルギー利用の効率化】 

 
エネルギー自給率を向上させるためには、新エネルギーの導入のみならず、

エネルギーの消費を抑制することが重要です。同じ量のエネルギーを使用する

にしても効率を向上させることや高度な利用が求められます。新エネルギーの

導入と同様に、家庭や事業所等において、高効率給湯器、コージェネレーショ

ン、燃料電池、クリーンエネルギー自動車をはじめとする革新的なエネルギー

高度利用技術の導入を促進するための取組を行います。 
 
 

【新エネルギー関連産業の振興】 

 
新エネルギーの導入を促進するためには、新エネルギー機器・設備の高効率

化や低価格化などが必要となり、さらなる研究開発が求められています。 

また、新エネルギー関連分野は今後大幅な市場の拡大が見込まれる成長有望

分野として注目されており、県内企業がこれらの市場を獲得していくことによ

り、地域経済の活性化を図っていくことが必要です。 

そこで、県内企業が新エネルギー関連分野の市場を獲得していくための競争

力維持・強化に向け、当該分野の研究開発や設備投資を促進するための取組を

行います。 
 

 新エネルギー関連産業の育成等 

 家庭・事業所等における革新的なエネルギー高度利用技術の導入 
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２ 新エネルギー導入に向けての具体的な取組 

 

【新エネルギーの導入促進】 

① 住宅等における太陽光発電等の導入促進 

＜基本取組＞ 

日常生活で消費しているエネルギーを新エネルギーへ転換されるよう、家庭

への新エネルギー設備の導入促進を図ります。 

特に日照条件に恵まれているという本県の地域特性を生かした太陽光発電

などは、認知度や導入意欲も高いことから、積極的な導入に向けた取組を行い

ます。 

 

＜具体的な取組＞ 

■県民への普及啓発の推進 

三重県は比較的日照条件に恵まれていることから、太陽光発電や太陽熱利用

は全県的に積極的な導入が期待できます。これらの新エネルギーは家庭におい

ても身近なものであることから、住宅等への積極的な導入について理解を一層

深めていくよう普及啓発を推進します。 

新エネサポーターや地球温暖化防止活動推進員による情報発信、セミナー等

の開催により普及啓発を進めていきます。 

 

■県民への情報提供の推進 

太陽光発電については、国の補助制度や余剰電力買取制度の施策などにより

設置が増加していますが、さらに多くの県民が利用されるよう情報提供すると

ともに、一方では設置に係るトラブル等も増加していることから、設置やメン

テナンスに関する情報についても、多様な主体と協力し情報発信していきます。 

太陽熱利用は年々導入量が減少していますが、太陽光発電等と比較してエネ

ルギー変換効率が高く、新エネルギーの中でも設置費用が比較的安価で費用対

効果の面でも有効な技術であることから、太陽光発電と同様に情報発信してい

きます。 

 

■カーボン・オフセット等によるCO2削減取組との連携 

住宅用の太陽光発電等の買取制度は余剰電力に限られているため、自家消費

分の環境価値をカーボン・オフセット等に活用する仕組みの導入を検討してい

きます。 
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② ビル、工場等における太陽光発電等の導入促進 

＜基本取組＞ 

事業活動の過程で消費しているエネルギーを新エネルギーへ転換されるよ

う、事業所への太陽光発電設備等の導入促進を図ります。 

 

＜具体的な取組＞ 

■事業者等への普及啓発の推進 

住宅等における新エネルギー導入と同様に、ビルや工場等への積極的な導入

について、事業者等の理解を一層深めていくよう普及啓発を推進します。 

 

■事業者等への情報提供の推進 

平成22年（2010年）6月には工場立地法施行規則及び工場立地法第４条第１

項に基づく準則が一部改正され、太陽光発電施設が工場立地法における「緑地

以外の環境施設」に位置付けられたことで工場敷地を有効利用できることとな

りましたが、こうした太陽光発電などの導入に関する情報提供を推進します。 

また、再生可能エネルギーの全量買取制度について、情報収集とともに適切

な情報提供を行います。 

 

■事業者等への導入支援 

地域の多様な主体と連携した新エネルギーの導入促進のため、国の補助に該

当しない小規模な新エネルギー設備を導入する事業者等を引き続き支援しま

す。 

 

■中小企業に対する融資 

太陽光発電を導入するなど環境保全に資する活動を行う中小企業に対して、

その費用を融資します。 

 

■カーボン・オフセット等によるCO2削減取組との連携 

再生可能エネルギーの全量買取制度の動向を見極めながら、太陽光発電等の

自家消費分の環境価値をカーボン・オフセット等に活用する仕組みの導入を検

討していきます。 
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③ 公共施設における太陽光発電等の率先導入 

＜基本取組＞ 

多くの県民が利用する公共施設等への新エネルギーの導入は、積極的な需要

を喚起するとともに、県民・事業者に対して大きな普及啓発効果が期待できま

す。県が率先して公共施設への太陽光発電等の導入を進めます。 

 

＜具体的な取組＞ 

■県有施設への率先導入 

県民や事業者等の新エネルギー導入に対する理解を一層深めるため、「公共

施設等への新エネルギーの導入指針」に基づき、県が自ら使用する施設及び県

が実施主体となる事業等において、新エネルギーを率先して導入します。 

 

■防災拠点施設への率先導入 

地域自立型エネルギーである新エネルギーは、災害時の非常用エネルギーと

しての役割が期待できます。災害時の非常用電源を確保するため、避難場所（防

災拠点）となるところに太陽光発電等の新エネルギーの導入を図ります。 

 

■公用車へのクリーンエネルギー自動車の計画的導入 

クリーンエネルギー自動車の普及を図るため、県の公用車へクリーンエネル

ギー自動車を計画的に導入します。 

 

■市町への働きかけ 

市町が管理する公共施設等へ新エネルギーが導入されるよう働きかけてい

きます。 
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④ 風力・中小規模水力発電施設の導入促進 

＜基本取組＞ 

自然環境や住環境との調和に十分留意しつつ、比較的風況がよい地域がある

という本県の地域特性を生かした風力発電や、既存施設を活用した中小規模水

力発電が適切に導入されるよう取り組みます。 

 

＜具体的な取組＞ 

■風力発電の導入促進 

三重県では比較的風況がよい地域があることから、民間を主体とした大規模

な風力発電の開発意欲が高まっており、今後も民間主導による導入を期待して

いきます。 

しかしながら、風力発電施設の設置に伴う生活環境や自然環境への影響の懸

念が全国的な課題となっています。 

風力発電の導入にあたっては、自然景観や生物多様性を十分に保持するため

に適切な環境配慮を行うことや地形改変を必要最小限とするなど適切な環境

保全措置が必要です。また、風力発電施設から発生する騒音・低周波音の影響

については、環境省で実態解明の調査・解析が行われているところですが、そ

の動向を注視するとともに、最新の知見や情報に基づいた適切な対策が求めら

れています。 

このため、事業化にあたっては、計画の早い段階から地域住民等に情報が提

供され、その意見が計画に反映されるよう、適切な情報提供と、地域住民をは

じめ多くの関係者との意見調整を図りながら事業を進めていく仕組みなどを

検討します。 
 

■小水力発電の導入促進 

既設水路等の未利用となっている落差を利用する小水力発電施設の設置は、

地形改変が小さく、河川流量や周辺生態系への影響も少ないことから、積極的

に導入を促進します。 

農業用水路を利用した小水力発電システムの活用モデルを策定するととも

に、採算性や導入に係る関係法令等について整理し、事業化への普及啓発を行

うとともに、導入可能地区の検討を行っていきます。 

また、水道施設においても設置可能箇所の検討を行います。 
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⑤ バイオマス発電・熱利用等の導入促進 

＜基本取組＞ 

バイオマスは地域に密着した資源であり、地域ごとに資源の特性が異なりま

す。各地域の特性に応じた効率的なバイオマスのエネルギー利用が進むよう、

支援のあり方を検討していきます。 

 

＜具体的な取組＞ 

■バイオマス発電・熱利用の導入促進 

三重県は県土の３分の２を森林が占めており、森林資源をはじめとする未利

用の木質バイオマスを利用した発電・熱利用の導入を促進することで、林業振

興による適正な森林管理への相乗効果も期待できます。 

バイオマスエネルギーの利用にあたっては、収集、運搬コストが高いこと等

の課題がありますが、再生可能エネルギーの全量買取制度の動向を注視すると

ともに、森林整備は二酸化炭素吸収効果が発揮されるため、地球温暖化対策と

しての取組とも連携していきます。 

また、平成22年（2010年）に施行された「公共建築物等における木材の利用

の促進に関する法律」に基づく方針により、木質バイオマスを燃料とする暖房

器具やボイラーの導入についても、木質バイオマスの安定的な供給の確保や公

共建築物の適切な維持管理の必要性を考慮しつつ、その促進を図るものとしま

す。 

 

■間伐材等を活用したチップ・ペレット製造の促進 

間伐等で発生する林地残材や製材・木材加工事業者から発生する製材廃材等

をバイオマス燃料として有効利用し、県内に設置されるペレットストーブやボ

イラに対して燃料を安定的に供給するため、燃料用木質チップやペレット製造

を促進します。 
 

■廃棄物系バイオマスの有効利用の促進 

家庭や事業所から排出される生ごみ、し尿、浄化槽汚泥などの廃棄物系バイ

オマスを電力や熱などのエネルギーとして有効利用するため、市町等に対し、

廃棄物からの効率的なバイオガス化に関する情報提供などの支援を行ってい

きます。 
 

■廃食用油を活用したＢＤＦ製造の促進 

市町において家庭から排出された廃食用油をＢＤＦ（バイオディーゼルフュ

ーエル）化し、市町のごみ収集車等の燃料として有効活用するなど、再生可能

な廃棄物系バイオマスの再資源化を活性化します。 

また、多様な主体と連携した回収の仕組みづくりを促進します。 
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⑥ 地域冷暖房などにおける新エネルギーの導入促進 

＜基本取組＞ 

まちづくりの中で積極的な新エネルギーの導入を検討するとともに、新エネ

ルギーの導入を単なるエネルギーの問題に限定せず、地域を活性化する特色あ

るまちづくり・地域づくりにつながる取組を検討します。 

 

＜具体的な取組＞ 

■温度差熱利用（河川水、地中熱、下水熱）による地域冷暖房等の情報提供 

民間事業者による温度差熱利用（河川水、地中熱、下水熱）にあたっては、

先進事例、新規に導入を予定する地域での諸条件等（水温、流量、需要地の状

況や法規制等）について情報提供を行います。 

 

■熱源施設を核とした熱利用のまちづくりの検討 

工場等の製造過程において大量に放出されている廃熱を有効利用するため、

パイプライン等の大規模なインフラ整備を必要としない、トランスヒートコン

テナによる熱利用を検討します。 

具体的には、大規模工場等の熱源施設を核として、熱を多く利用する病院や

オフィスビル、県や市町の庁舎等を熱供給の対象施設とし、これらの条件が揃

う地域をモデルとして検討します。 

 

■特色のある観光交通づくりの検討 

県内には、伊勢志摩や熊野古道といった全国有数の観光地があります。現在

の魅力とあわせて、環境に配慮した観光地づくりを行うことで、魅力度を一層

高めることができます。県内の主要観光地において、多様な主体が廃食用油を

活用したＢＤＦバスや電気自動車が導入されるよう条件整備の検討を行いま

す。 
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⑦ 新エネルギーに関する情報提供、普及啓発 

＜基本取組＞ 

地球環境問題への関心の高まりとともに、県民や事業者等の新エネルギーに

関する関心は高まっていますが、これをさらに推し進め、新エネルギーの導入

につなげるために、さまざまな機会を捉え、情報提供を行うなど普及啓発活動

を展開します。 

 

＜具体的な取組＞ 

■新エネルギーに関する情報提供・普及啓発 

新エネルギーは出力の不安定性や高コスト等の課題があることから、その導

入をさらに促進するには、県民、事業者、市町の新エネルギーに対する理解を

一層深めていくことが必要です。 

家庭や事業者等に新エネルギーが広く導入されるよう、新エネルギーに関す

る情報提供や普及啓発に取り組みます。さらに、多くの県民や地域が一体とな

って新エネルギー導入に参加できる仕組みづくりを行います。 

 

■新エネルギーに関するイベント等の開催 

地球温暖化対策をはじめとした低炭素社会の実現に向けた施策と連携し、県

民を対象とした新エネルギー関連のイベント、説明会などを開催するとともに、

事業者を対象とした新エネルギー関連セミナーなどを開催することにより、新

エネルギーに関する知識の浸透を図ります。 

 

■県民共同発電所の設置に向けた検討 

県民の自主的な出資によって公共施設に太陽光発電設備等の県民共同発電

所を整備する等の先進事例の情報収集を行い、多くの県民や地域が一体となっ

て新エネルギー導入に参加できる仕組みづくりを検討します。 
 



28 

 

⑧ 新エネルギーに関する人材育成 

＜基本取組＞ 

県民や事業者の環境やエネルギーに対する問題意識の高まりを、実際の新エ

ネルギー導入につなげていくために、体系的な環境・エネルギーの教育の充実

をはじめ、様々な手段を活用した情報提供・広報活動を通じて人材育成を図り

ます。 

 

＜具体的な取組＞ 

■新エネサポーター制度の活用 

現行の「新エネサポーター制度」では、実体験に基づく情報発信など地域に

おける普及啓発を行っていますが、人材育成の観点から、本制度の発展を検討

していきます。 

新エネサポーターの中でも特に意欲のある方を中心に、講習会などの開催や

ネットワーク、交流の場づくりを行うことで、新エネサポーターの活動への支

援を行います。 

また、地球温暖化防止活動推進員との連携も検討していきます。 

 

■次世代エネルギーパークを活用したエネルギー教育の推進 

市町や事業者など多様な主体の参画・協働を図り、三重県次世代エネルギー

パークの充実を図るとともに、親子バスツアーなど三重県次世代エネルギーパ

ークを活用して、次世代を担う子どもたちに対して環境・エネルギーに関する

学習、教育を推進します。 
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【エネルギー利用の効率化】 

⑨ 家庭における高効率給湯器等の導入 

＜基本取組＞ 

家庭でのエネルギー消費を抑制していくために、高効率給湯器等の導入促進

に向けて普及啓発を進めます。 

 

＜具体的な取組＞ 

■県民への情報提供・普及啓発の推進 

家庭におけるエネルギー消費の約３割を給湯が占めていることから、高効率

給湯器等を導入することで、家庭でのエネルギー消費を抑制することが可能で

す。 

このため、その効果や国等の補助制度の情報提供と普及啓発を推進します。 
 
 

⑩ 企業における生産性向上設備（コージェネなど）の導入 

＜基本取組＞ 

事業活動におけるエネルギー消費の抑制とともに、企業の生産性向上に資す

るコージェネレーションなどの導入促進に向けた普及啓発を進めます。 

 

＜具体的な取組＞ 

■事業者等への情報提供・普及啓発の推進 

事業者等において、ビルや工場等へコージェネレーション等の積極的な導入

について一層の理解を深めていただくよう情報提供や普及啓発を推進します。 

 

■事業者等への導入支援 

革新的なエネルギー高度利用技術を導入し、エネルギーの利用効率を向上さ

せることは、生産効率の向上を通じた事業者自らの競争力強化につながります。 

そこで、省エネ診断の実施や国等の補助制度の活用等を通じて、生産性の向

上に資する設備の導入を促進します。 
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⑪ クリーンエネルギー自動車の導入・インフラ整備 

＜基本取組＞ 

量産・実用化が進むクリーンエネルギー自動車に転換することによって、化

石燃料の消費抑制につなげるよう、クリーンエネルギー自動車の導入推進に向

けた取組を行います。 

 

＜具体的な取組＞ 

■県民・事業者等への情報提供、普及啓発 

三重県では人口あたりの自動車の保有台数が多いことから、クリーンエネル

ギー自動車に転換することによって、化石燃料の消費抑制につなげることがで

きます。県民や事業者へクリーンエネルギー自動車に関する導入費用や国等の

各種補助制度の情報提供を行うとともに導入に向けた普及啓発を推進します。 

 

■エコカーの導入支援 

トラック事業者などを中心に、天然ガス自動車等の導入に対する支援を行い

ます。 

 

■電気自動車の普及のための充電インフラの整備 

既に、十分な実用性を有する電気自動車の量産・販売が始まっており、今後、

国内外の主要な自動車メーカーからも電気自動車の販売が予定されています。

県内においても電気自動車の普及を支える充電インフラの設置が進められて

いるものの、現在のところ設置数が十分でなく、また地域的に偏っている状況

です。 

このため、充電インフラに関する情報提供等を通じて、多様な主体による充

電インフラの整備促進を図ります。 
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【新エネルギー関連産業の振興】 

⑫ 新エネルギーに関する研究開発の促進 

＜基本取組＞ 

県内において、産学官連携などによる新エネルギー関連の研究開発の促進を

図ります。 

 

＜具体的な取組＞ 

■新エネルギーに関連する研究開発に対する支援 

県内企業が、成長有望分野である新エネルギー関連分野の市場を獲得してい

くためには、高い技術力を有することにより競争力を高めていく必要があるこ

とから、有用な技術シーズを有する大学、研究機関と県内事業者との連携を促

進するなど、新エネルギー分野の研究開発に対する支援を行います。 
 
 

⑬ 新エネルギー産業に関する設備投資及び立地の促進 

＜基本取組＞ 

成長分野である新エネルギーをはじめとする環境・エネルギー関連産業の集

積を図るなど、県内経済の活性化に向けた取組を行います。 

 

＜具体的な取組＞ 

■新エネルギー産業に関する設備投資及び誘致に対する支援 

県内経済を活性化させるためには、新エネルギーをはじめとする環境・エネ

ルギー関連産業の更なる集積を図る必要があります。そこで、新エネルギーに

関する研究開発や新製品製造に係る県内への設備投資、新エネルギー関連産業

の県内への立地に対する支援を行います。 
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第５章  計画の推進体制と進行管理 

１ 各主体の役割 

新エネルギーの導入を促進するためには、県民、事業者及び行政が、新エネ

ルギー導入の意義や目的を理解するとともに、相互に協力しながら、それぞれ

の立場で次のような役割を着実に果たしていくことが必要です。 
 

（１） 県民 

新エネルギー導入の意義や目的を理解し、可能な限り新エネルギーの導入や

省エネルギー対策に取り組みます。 
 

① 新聞やテレビ等の各種媒体からの情報収集や研修会等への参加を通じ

て、新エネルギー導入の意義や目的について理解を深めます。 
② 日頃から環境・エネルギー問題に関心を持ち、新エネルギーに関する各

種補助制度の情報や製品情報等の収集を行います。 
③ 新エネルギーの利用に積極的に協力していくため、国や県等の各種補助

制度を活用して、太陽光発電やクリーンエネルギー自動車等の導入を進

めます。 
 

（２） 事業者 

新エネルギーの特性やその利用に対する理解を深め、事業活動におけるエネ

ルギーを可能な限り新エネルギーに代替するように努めます。 
 

① 新エネルギー導入の意義や目的について十分理解し、新エネルギーに対

する意識の高揚に努めます。 
② 事業活動の過程で大量に消費しているエネルギーについて、その有効利

用に努めるとともに、可能な限り新エネルギーに代替するよう努めます。 
③ 従業員の新エネルギーに対する理解と関心を深めるため、社内研修を実

施するとともに、行政や地域と連携した普及啓発活動を進めます。 
④ 新エネルギーの特性やその利用に対する理解を深めるため、事業者間の

情報交流やネットワークづくりを行います。 
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（３） 市町 

新エネルギーは、各地域にエネルギー源が分散していることから、その導入

促進にあたり、最も地域に身近な自治体である市町の役割は重要です。 

各地域の特性を把握し、住民や事業者への導入促進を図るとともに、自らも

積極的に導入します。 
 

① 各地域の特性を生かした新エネルギービジョンを策定し、地域の資源や

特性を生かした新エネルギーに対する取組を推進していきます。 
② 新エネルギーに関する庁内の体制を整備するとともに、住民等への普及

啓発や住民等からの相談に対応します。 
③ 普及啓発効果の高い庁舎等への導入や公用車へのクリーンエネルギー

自動車の導入など、新エネルギーの率先導入に努めます。 
④ 国や県等の各種補助制度や先進導入事例など、住民や事業者に対して新

エネルギーに関する情報を提供します。 
⑤ 次世代を担う小・中学生に対して、新エネルギー教育を体系的に進めて

いきます。 
 
 

（４） 県 

新エネルギーの導入促進にあたり、県民や事業者及び行政がそれぞれの役割

を果たすとともに、協働して取り組むためのコーディネートを担う地方公共団

体の役割は重要です。 

県としては、新エネルギーの導入を総合的かつ計画的に推進し、自らも積極

的に導入します。 
 

① 国や市町と連携して、県民、事業者、市町の新エネルギーの導入を支援

します。 
② 国や市町と連携して、県民や事業者への普及啓発を図るとともに、NPO

や研究機関等を含めたさまざまな主体による情報共有を図るためのネ

ットワークを構築します。 
③ 普及啓発効果の高い庁舎等への導入や公用車へのクリーンエネルギー

自動車の導入など、新エネルギーの率先導入に努めます。 
④ 県内でのさらなる導入が期待されるバイオマスや中小規模水力発電等

の新エネルギーの導入や未利用エネルギーの有効活用を図るため、学術

機関や関連企業等との連携による調査・研究を検討します。 
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２ 推進体制 

本ビジョンに基づき、計画的に新エネルギーの導入を促進していくために、

次のような体制整備に努めます。 
 

（１） 県庁内の体制 

新エネルギーに関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とし

て県庁内に設置した「新エネルギー推進本部」の活用を図るものとします。 

各部局において取り組む新エネルギーの導入や普及啓発の実施にあたって、

庁内横断的に情報や意見を交換し、各部局の施策に反映させるとともに、本ビ

ジョンに基づく統一的・体系的な新エネルギー導入のための施策の展開を図っ

ていきます。 
 

（２） 関係機関との連携 

新エネルギーの導入促進に向け、県民、事業者、行政のそれぞれの主体が相

互に連携、協調した取組ができるようにするため、国等の機関や大学などの研

究機関、ＮＰＯ等の民間組織とも連携しながら、相互に情報提供、意見交換を

行い、新エネルギー導入に向けた取組を行うための仕組みを検討していきます。 

 

 


